様式第１号
南砺市関係人口・移住定住分野事業提案書（案）

１　提案者情報
	団体名又は氏名
	

	所在地（住所）
	

	ご担当者名
	

	連絡先（電話、メール）
	

	団体の概要
	



２　提案名
	



３　提案区分
該当するものに○を付けること（該当するもの複数回答可）。
・　関係人口創出
・　「ふるさと住民登録制度」連動型
・　「南砺市応援市民制度」連動型
・　二地域居住促進
・　移住促進
・　定住支援
・　地域参加促進
・　実証事業
・　提案者主体実施・市協力型
・　市委託・協働検討型
・　その他（　　　　　　）
４　提案の背景及び課題認識
本提案により解決又は改善を図ろうとする地域課題、対象者の状況等を記
入すること。
	



５　提案概要
事業の内容、対象者、実施方法、想定する実施時期等を記入すること。
	



６　実施主体及び役割分担
次の事項を記入すること。
	想定する実施主体
	

	提案者が担う役割
	

	市に期待する役割
	

	その他関係者がある場合の役割
	







７　市に期待する関与
該当するものに○を付け、必要に応じて内容を記入すること。
・　後援
・　周知、広報
・　関係者調整
・　実証フィールドの提供
・　補助制度等の活用相談
・　委託事業化の検討
・　制度連携に係る調整
・　その他（　　　　　　）

８　期待される効果
関係人口の創出、移住促進、定住支援等の観点から期待される効果を記入すること。
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９　概算事業費及び財源想定
概算事業費及び費用の考え方を記入すること。なお、詳細な積算までは要しない。
	


　
	【記入例】
概算事業費　100万円程度
内訳イメージ　人件費、広報費、運営費
提案者負担　20万円程度
市に期待する負担　80万円程度
その他財源　国庫補助金、民間助成金、参加費収入等



１０　実施スキームの想定
該当するものに○を付けること。
・　提案者が主体となって実施し、市は後援、周知、調整等により協力
　する
・　市が予算化し、委託事業又は協働事業として実施を検討する
・　実証事業として小規模に開始する
・　その他（　　　　　　）

１１　実証の可否
小規模な実証事業として開始することが可能か。
・　可能
・　条件付きで可能
・　困難

１２　類似実績
過去の類似事業の実績があれば記入すること。
	


１３　ノウハウ等の取扱い
提案内容に公表を希望しない情報、独自ノウハウ等が含まれる場合は、
その範囲を記入すること。
	



１４　自由記載
	



※　本様式は、単なる商品紹介ではなく、政策課題の解決に向けた事業提案として必要な事項を整理することを目的とする。
